
第１節 内陸地区経済発展の現状と問題

中華人民共和国は国土が広く、各地区の自然と人文地理的条件と経済発展水準に

大きな格差がある。したがって、経済構造を分析し、地域経済発展計画を立てる場

合にも、経済地域区分をしなければならない。中国では、長期間にわたり「二分

法」によって、全国が沿海地区と内陸地区に分けられたが、１９８０年代半ば、中国

政府は学者の意見を取り入れて、「三分法」に改めた。すなわち、経済技術発展の

レベルと地理位置とを結びつける原則によって、全国が東部、中部、西部という三

大経済地帯に分けられた。東部には、沿海部の遼寧、北京、天津、河北、山東、江

蘇、上海、浙江、福建、広東、広西、海南という１２の省（市、自治区）が含まれ

る。中部には、黒龍江、吉林、内モンゴル、山西、河南、湖北、湖南、安徽、江西

という９の省（自治区）が含まれる。西部には、重慶、四川、雲南、貴州、チベ

ット、陝西、甘粛、寧夏、青海、新疆という１０の省（市、自治区）が含まれる１（編

者注：今次西部大開発でいう西部には、内モンゴルと広西が含まれる）。内陸地区

（または内地）とは、大体、中部と西部の１９省（市、自治区）を言う。

新中国建国５０年来、内陸地区は前工業化社会から工業化社会に入ってきた。

１９９９年、当該年度の価格によって計算すると、国内総生産（GDP）は既に３．６兆

元に達しており、不変価格によって計算すると、１９９２年の全国GDP総額に相当す

る。改革開放が２０年近く実施された四つの五カ年計画（第六次～第九次五カ年計
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画）期間、内陸にある全ての省（自治区）のGDP年間平均成長率は、ともに６％

を上回った。しかし、発展速度の一層速い東部沿海地区に比べると、見劣りする。

具体的には以下に述べる面に現れている。

１． 産出規模が小さく、都市と農村部住民の所得が低い

中国内陸地区の人口は全国総人口の５９％を占めるが、そのGDPは全国の４１％し

か占めていない。西部の１０省（市、自治区）の人口は全国の２３％を占めるが、そ

のGDPはわずか全国の約１４％を占めるにすぎない。１９９９年、内陸地区一人当りの

GDPは５０００元（以下のデータは特別明記されたものを除き、全て１９９９年のもの）、

全国平均値の７６％にしか相当せず、西部１０省（市、自治区）一人当りのGDPは

４２５０元、全国平均値のわずか６５％、東部の４１％に相当するにすぎない。

一人当りのGDPと同様に、中国の都市と農村部住民の所得水準も、東から西へ

次第に減少していく。１９９９年、内陸地区の都市部住民の一人当り可処分所得と農

民の一人当り純所得は、それぞれ５００５元と１８６５元で、それぞれ同類指標の全国平

均値の８５％と８４％にしか相当せず、西部１０省（市、自治区）都市部住民の一人当

り可処分所得と農民の一人当り純所得は、それぞれ５０５８元と１５８３元で、それぞれ

同類指標の全国平均値の８６％と７２％にしか相当しない（表１を参照）。

２． 産業構造段階が低い

増加値によって計算すると、１９９９年内陸地区では、第一次産業の当該地区GDP

に占める割合は２１．６６％、全国平均値を４．７２％上回る。第二次、第三次産業の当

該地区GDPに占める割合は、それぞれ４４．０８％と３４．２６％で、それぞれ全国平均

値を２．２６％と２．４６％下回る。西部１０省（市、自治区）の差はさらに大きい。１９９９

年西部では、第一次産業の割合は全国平均値を５．７７％上回る。しかし、第二次、

第三次産業の割合は、それぞれ全国平均値を４．４２％と１．３５％下回る。

社会労働力の各産業の配置を分析すると、問題は一層目立つ。１９９９年内陸地区

では、第一次産業に携わる労働力は、当該地区総労働力の５９．５２％を占めて、全国

平均値を５．９３％上回る。第二次、第三次産業の労働力は、それぞれ１５．９３％と

２２．５５％を占めて、それぞれ全国平均値を４．０３％と１．９％下回る。西部１０省（市、

自治区）では、第一次産業に携わる労働力は６３．６１％で、全国平均値を１０．０２％上

回る（表２を参照）。
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工業構造について分析すると、内陸地区では、採掘工業と原料工業の割合が高

く、高付加価値の製造業、とりわけハイテク産業の割合が低くて、明らかに資源型

構造を呈している。内陸地区の工業総生産によって計算すると、採掘工業と原材料

工業は３６．５％を占めて、全国平均値を７．６％、東部地区を１２％上回る。

産業構造段階が低く、農業人口の割合が大きいので、内陸地区の都市化レベルは

東部沿海地区より遥かに低い。１９９７年の統計資料が明らかにしたところでは、中

部地区の都市化率（都市部人口対総人口の比）は３０．６５％で、東部より３％余り

低い。西部地区の都市化率は２３．４７％で、東部より７％余り低い。上述の指標

を、H・チェネリーの経済発展段階区分の標準と、世界銀行の低所得、中所得、高

所得国家の区分に関する標準を参照し、為替レートでは評価が低めで、購買力平価

では評価が高めとなる等の要素を総合的に考慮すると、大体次のように考えられ

る。中国の中部地区は、既に工業化中期段階に入っており、西部地区は、まだ工業

化の初期段階を歩んでおり、チベット、貴州と甘粛諸省（自治区）は、まだ初級製

品生産の段階にある。

表１ 中国内陸地区の面積、人口、産出と所得指標（１９９９年）

地区

項目

全 国 東部沿海地区 内 陸 地 区

中 部
西 部１０省
（市、自治区）

国土面積（万平方キロメートル） ９６０ １３０．９６ ８３０ ２８４．４６ ５４６．９５

シェア（％） １００ １３．５４ ８６．４６ ２９．５８ ５６．８８

人 口（万人） １２４２１９ ５１１０７ ７３１１２ ４４３４１ ２８７７１

シェア（％） １００ ４１．０７ ５８．９３ ３５．７７ ２３．１６

国内総生産（億元） ８７６７１．１３ ５１５６４．２２ ３６１０６．９１ ２３９７４．３６ １２１３２．５５

シェア（％） １００ ５８．８１ ４１．１９ ２７．３５ １３．８４

１人当り国内総生産（元） ６５４６ １０３０９．８２ ４９９９．１７ ５４８４．９８ ４２５０．４６

対全国平均値の比 １．００ １．５７ ０．７６ ０．８４ ０．６５

都市部住民１人当りの可処
分所得（元）

５８４５ ６７９０．２６ ５００５．７７ ４９０６．５２ ５０５８．７２

対全国平均値の比 １．００ １．１６ ０．８５ ０．８４ ０．８６

農民１人当りの純所得（元） ２２１０ ３０６３．０４ １８６５．６１ ２０４８．７８ １５８３．３１

対全国平均値の比 １．００ １．３８ ０．８４ ０．９３ ０．７２

出所：『中国統計摘要２０００』
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３． 労働生産性が低く、市場競争力が弱い

歴史的に基礎が弱く、技術設備レベルが低く、労働力の質が良くない等諸方面の

原因で、内陸地区の各産業の労働生産性は、ともに全国平均値を下回る。中部第一

次産業の労働生産性は全国平均値より２％、西部地区は全国平均値より３１％低

い。第二次産業の労働生産性は、中部と西部は、それぞれ全国平均値より１３％と

１９％低い。第三次産業の労働生産性は、中部と西部は、それぞれ全国平均値より

２８％と３４％低い。

労働生産性と経営管理レベルが低い上、強く伝統体制に縛られて、非国有、非公

有の民営経済の発展は遅れ２、内陸地区の経済競争力は全国的に後位にある。１９９０

年代半ば、中国国家統計局の関係部門は、多要素の総合評価法を採り入れ、各省、

市、自治区の経済競争力を順位付けた。結果として、内陸地区の省（市、自治区）

は、一つもベストテンに入っていなかった。中間位置（第１５位）の前にあるの

は、ただ湖北と四川との両省で、他の省（自治区）は、全て中間から後ろにあっ

た３（表３を参照）。

表２ 中国内陸地区の産業構造と就業構造（１９９９年）

地区

項目

全 国 東部沿海
地 区

内陸地区

中 部
西部１０省

（市、自治区）

産 業 構 造（％）

第一次産業 １６．９４ １３．１９ ２１．６６ ２１．１２ ２２．７１

第二次産業 ４６．３４ ４８．１８ ４４．０８ ４５．１７ ４１．９２

第三次産業 ３６．７２ ３８．６３ ３４．２６ ３３．７１ ３５．３７

全国産業構造との比較
（±）（％）

第一次産業 １６．９４ ‐３．７５ ＋４．７２ ＋４．１８ ＋５．７７

第二次産業 ４６．３４ ＋１．８４ ‐２．２６ ‐１．１７ ‐４．４２

第三次産業 ３６．７２ ＋１．９１ ‐２．４６ ‐３．０１ ‐１．３５

就 業 構 造（％）

第一次産業 ５３．５９ ４５．４０ ５９．５２ ５６．６６ ６３．６１

第二次産業 １９．９６ ２５．６２ １５．９３ １７．７０ １３．２４

第三次産業 ２６．４５ ２８．９８ ２４．５５ ２５．６３ ２３．１５

全国就業構造との比較
（±）（％）

第一次産業 ５３．５９ ‐８．１９ ＋５．９３ ＋３．０７ ＋１０．０２

第二次産業 １９．９６ ＋５．６６ ‐４．０３ ‐２．２６ ‐６．７２

第三次産業 ２６．４５ ＋２．５３ ‐１．９０ ‐０．８２ ‐３．３０

出所：『中国統計摘要２０００』
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農業労働生産性の低さと人口の重圧は、西部１０省（市、自治区）と一部の中部

地区を、過度の開墾と放牧に導いた。例えば、西部１０省（市、区）の耕地のうち

傾斜度２５度以上の急な坂地は６６００万ムー（１ムーは約６．６６７アール）余りに達し

ており、人為的に土砂流失を激化させた。西北、内モンゴル放牧地区の草原の過度

放牧が、風侵蝕を深刻化させて、砂嵐の頻度は年毎に増加する勢いを呈している。

これらの災害は、さらに土地の自然生産力を低下させ、一部の地区を「貧しいほど

開墾し、開墾するほど貧しくなる」悪循環に陥らせた。

４． 対外開放水準が低く、外資誘致の規模は限られている

内陸地区は沿岸港から遠く離れており、特に西部１０省（市、自治区）の位置は

さらに遠く、投資環境は相対的に悪い。これに加えて、改革開放初期に沿海から内

陸へという漸進的開放政策をとったので、優遇政策に格差が出ており、内陸、とり

わけ西部地区に、東部沿海地区の対外開放レベルと極めて大きな落差を形成させ

表３ 中国内陸地区の経済競争力順位

１９８０年競争力順位 省（自治区） １９９５年競争力順位

１０ 湖北 １２↓

１１ 四川 １４↓

１３ 河南 １６↓

１４ 湖南 １７↓

１８ 安徽 １８

１６ 山西 １９↓

２５ 新疆 ２１↑

２０ 陝西 ２２↓

１９ 江西 ２３↓

２３ 雲南 ２４↓

２４ 内モンゴル ２５↓

２７ 寧夏 ２６↑

２２ 甘粛 ２７↓

２６ 貴州 ２８↓

２８ 青海 ２９↓

（注） ↑は、１９９５年順位の上昇を表し、↓は、順位の下降を表す。
出所：陳棟生「中西部地区工業体制改革」、『中国工業発展報告１９９８』所収。
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た。１９９８年を例として、内陸地区の輸出依存度（当該地区の輸出額対GDPの比）

は、わずか４％、全国平均値と沿岸地区に比べて、それぞれ１４％と２４％下回る。

１９９８年現在、内陸地区の外資利用額は累計３２５億ドル、全国同時期の外資利用総額

の１２％ぐらいしかない（表４）。外国企業の直接投資の地区経済成長に対する寄与

率については、全国平均値は１５％前後で、沿岸の広東と福建との両省は４０％を超

えるが、中部地区は１０％に足らず、西部地区はわずか３％ぐらいしかない４。

総じて、異なった発展起点の上に、改革開放の約２０年間、自然条件、位置・地

縁、インフラのレベルと産業構造、所有構造の特徴、及び社会的人文地理的背景の

影響を受けて、特に国の資源配置のやり方とマクロ政策方向の転換によって、内陸

地区と沿海地区との発展格差は一層広がり、内陸地区の全国経済に占める割合は下

降の趨勢を呈している。GDPで計算すると、中部地区のGDPの全国に占める割合

は、１９７８年の３０．７％から１９９９年の２７．３５％まで下がり、西部地区は、１９７８年の１６．７％

から１９９９年の１３．８４％まで下がった（表５）。工業総生産で計算すると、中部地区

の工業総生産の全国に占める割合は、１９５２年の２１．３１％より、一時期１９６５年の

２７．２９％に上がってから、１９９９年の２０．２３％まで下がった。西部地区は、１９５２年

の９．６１％から、一時期１９７８年の１３．２４％に上がり、それから１９９９年の９．６３％ま

で下がった（表６）。

表４ 中国の輸出依存度と外資利用の地域差

地区

項目

年 全 国 東部沿岸
地 区

内陸地区

中 部
西部１０省

（市、自治区）

輸出依存度（％）
１９９２ １８．１６ ２６．４８ ８．７２ ４．８５

１９９８ １８．３６ ２８．５４ ４．３９ ４．０５

全国の外資利用に占め
る割合（％）

１９９２ １００．００ ８８．９７ ８．４８ ６．６４ １．８４

１９９８ １００．００ ８６．９１ １０．６３ ９．４３ １．２０

１９９８年末現在外資利用
累計（億米ドル）

２６７３．１５ ２４３７．９５ ３２５．２０ ２３７．５５ ８７．６５

全国に占める割合（％） １００．００ ８７．８３ １２．１７ ８．８９ ３．２８

外国、香港、マカオ、
台湾企業生産高の工業
総生産に占める割合
（％）

１９９８ ２４．７４ ３２．３１ ８．０１ ６．２７

出所：『中国統計年鑑』（関係年度）
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１９８０年代から９０年代の初頭・半ばまで、東部地区の先行発展を支持するため内

陸地区が相対的に停滞したことを、大国経済の離陸時期にやむを得ず支払った改革

コストだと言うとしても、９０年代後半になっても内陸と沿岸地区との発展格差が

表５ 中国内陸と東部沿岸地区の全国GDPに占める割合の変化（％）

年
全 国 東部沿海地区 内陸地区

中 部 西部１０省（市、自治区）

１９７８
１９７９
１９８０
１９８１
１９８２
１９８３
１９８４
１９８５
１９８６
１９８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８

１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００

５２．５０
５１．７０
５２．２０
５２．３０
５２．３０
５２．００
５２．４０
５２．８０
５２．９５
５３．６０
５４．４０
５４．５０
５４．００
５５．１８
５６．４６
５７．８８
５８．６０
５８．３０
５７．９０
５７．９６
５８．１２

４７．５０
４８．３０
４７．８０
４７．７０
４７．５０
４８．００
４７．６０
４７．２０
４７．０５
４６．４０
４５．６０
４５．５０
４６．００
４４．８２
４３．５４
４２．１２
４１．４０
４１．７０
４２．１０
４２．０４
４１．８８

３０．７８
３１．３８
３１．１７
３１．５５
３１．１９
３１．６８
３１．４６
３１．０８
３１．０７
３０．７７
３０．０５
３０．０４
２９．８５
２８．６６
２８．０５
２７．２５
２６．８６
２７．５５
２７．９６
２８．１２
２７．９２

１６．７２
１６．９２
１６．６３
１６．１５
１６．３１
１６．３２
１６．１４
１６．１２
１５．９８
１５．６３
１５．５５
１５．４６
１６．１５
１６．１６
１５．４９
１４．８７
１４．５４
１４．１５
１４．１４
１３．９２
１３．９６

出所：『中国統計年鑑』（関係年度）

表６ 中国内陸地区の工業総生産の全国に占める割合の変化（％）（１９５２―１９９９年）

地区

年
全 国 東中沿岸地区 内陸地区

中 部 西部１０省（市、自治区）

１９５２
１９６５
１９７８
１９８５
１９９０
１９９５
１９９８
１９９９

１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００
１００．００

６９．０８
６０．７９
５９．７２
６０．２４
６３．４０
６６．０１
６６．０８
７０．１４

３０．９２
３９．２１
４０．２８
３９．７６
３６．６０
３３．９９
３３．９２
２９．８６

２１．３１
２７．２９
２７．０４
２７．１８
２５．６３
２３．８１
２４．９０
２０．２３

９．６１
１１．９２
１３．２４
１２．５８
１０．９７
１０．１８
９．０２
９．６３

出所：『中国統計年鑑』（関係年度）
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開きつづけることは、社会的にマイナス効果をもたらすだけではなく、国民経済の

更なる早く健全な発展をも制約するであろう。世紀の変わり目に、中国が第二段階

の戦略目標を実現し、国力が著しく強くなって国全体が初歩的繁栄の社会に入ると

き、地域政策を調整し、二つ目の「大局」の幕を開けて、内陸と沿岸地区とのアン

バランス発展を是正することは必要であり、かつ可能でもある。

第２節 西部大開発戦略の提起と立ち上がり

１． 西部大開発戦略の提起とその重要な意義

１９９９年は新中国建国５０周年の年である。この年に開かれた二つの重要会議の席

で、江沢民中国共産党中央総書記は、「中西部地区の発展を加速し、西部大開発を

実施するには、条件が基本的に備わっており、時期は既に熟した」と明確に指摘し

た。同年１１月中旬、中国共産党中央と国務院が招集した中央経済工作会議は次の

ように指摘した。

西部大開発戦略の実施は、「党中央が全局を把握して、新世紀に向かって打出

した重要決定」であり、「直接的に内需拡大、経済成長の促進に繋がり、民族

団結、社会安定と国家安全に関わり、東部西部のバランスのとれた発展と最終

的に共に豊かになることに関係する」。

西部の開発は、短期的には国の積極的財政政策の実施、内需拡大方針の有機的構

成部分である。中長期的に見れば、西部大開発の実施は、第三段階の戦略目標の実

現に必要であり、国の持続可能な発展と社会安定及び国家安全にとっても不可欠で

ある。

国内の需要に依拠することは、国民経済が継続的に成長する基本的立脚点であ

る。西部１０省（市、自治区）の人口は、全国総人口の２３％を占めているが、社会

商品の小売総額は、わずか全国の１３％、購買力は全国平均水準の４７％にすぎな

い。現在、西部の都市部住民の一人当り可処分所得は、全国平均水準より１４％低

い。農民一人当りの純収入は、全国平均水準より２８％低い。多くの基本的需要

は、支払能力に制限されて、現実的な購買力に変わることができない。内需拡大の

非常に重要な一面は、経済発展を通じて、西部地区の都市と農村部の住民の就職率
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と所得水準を高め、西部市場を速く育てることである。

西部地区は、土地が広く、中国陸面積の５７％を占める。西部地区は、中国の水

力エネルギー、天然ガス、石炭、非鉄金属、希少金属と希土類金属資源の主な埋蔵

地、並びに多くの農畜産物、その土地の特産物の主要産地であり、さらに石油の戦

略備蓄資源の所在地である。同時に大量の資本ストックと見るべき科学技術人材資

源を有する。更なる偉大な第三段階の戦略目標を実現するためには、上述した西部

資源を一層充分かつ効果的に国民経済の循環に組み入れることが要求される。

中国の地理的特徴は、西が高く、東が低く、西から東へ三つの大きな階段状にな

っている。長江、黄河、珠江、瀾滄江等大きい河川の水源地は皆西部地区にあり、

西北と内モンゴルには沙漠が広く分布している。西部発展を速め、高い山や深い

谷、砂漠の居住者に、伐採開墾をできる限り早く止めさせて、「貧しいほど開墾

し、開墾するほど貧しくなる」悪循環を断ち切る。このようにしてはじめて、河川

は穏やかに流れ、中流下流地区は無事太平になり、華北と東北平野の荒漠化を防ぐ

ことが、保証される。科学的に西部を開発し、長年溜まってきた環境生態面の問題

を解決することは、生存空間を維持し、山河の美しい中国を建設して、持続可能な

発展を成し遂げるのに、必要である。

中国にいる少数民族人口の８０％は、西部と陸地の国境地帯に集まって住んでい

る。西部経済の発展を速め、諸民族と改革開放のもたらしたチャンスと利益をさら

に多く分かち合い、ますます多くの民族集中居住地区と国境地区が繁栄の道を歩む

ようにすることは、中華民族全体の団結を固め、求心力を強めることにとっても、

国境防衛の強化、国境地帯の安全と社会の安定にとっても、重要な経済的基礎であ

る。

西部大開発は、地区の間の投入産出関係によって、必ず東部、中部地区の企業

に、新たなビジネスチャンスを提供し、先に発展してきた地区が２０年来蓄積した

資金、技術と人材に、力を発揮する新しい場所を提供する。積極的な財政政策が内

需を拡大する上に、主に短期効果をもたらすというならば、西部開発は中期長期効

果を有する。短期、中期、長期の政策の組合せによって、必ず中国経済の継続的で

速い成長を強力に牽引するであろう。

２． 西部大開発戦略の立ち上がりと五つの重点

西部大開発戦略の着実な実施を組織するため、中国国務院は西部地区開発指導グ

第３章 内陸経済発展が直面する問題と西部大開発
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ループを設立して、朱鎔基総理がグループリーダー、温家宝副総理が副リーダー、

中央２０余りの部（委員会、銀行、局）の主要責任者がメンバーとなる。指導グル

ープはさらに弁公室（西部地区開発弁と略称する）を、国家発展計画委員会に独立

機関として設置する。

２０００年１月、国務院西部地区開発指導グループは「西部地区開発会議」を開催

して、西部大開発戦略の立ち上がりを示した。会議は現在と今後一時期の西部開発

における五つの重点を明らかにした。すなわち、インフラ建設を加速すること、生

態環境の保護と整備を着実かつ立派に行うこと、西部地区産業構造を調整して合理

化すること、科学技術教育の発展に力を入れ、人材育成を加速すること、及び改革

開放を強化することである。

（１）インフラ建設を加速する

インフラの立ち遅れは、西部経済の発展を制約する「ボトルネック」であるの

で、今回の大開発で、交通運輸、通信ネットワーク、都市と農村部の電気網などの

インフラに、「さらに大きく投入し、先行して建設し、適度に将来を見こむ」方針

が決められた。

中国の鉄道部門は、これからの２０年間、西部で新たに１万キロメートルの鉄道

を敷設することを初歩的に計画している。これが実現すると、包頭－柳州、蘭州－

重慶、蘭州－昆明等数本の南北鉄道ルートが形成され、東西方向に、西安－合肥－

南京、中衛－太原、包頭－ハミと長江沿いの鉄道ルートが形成される。

西部の自動車道路建設について、中国交通部門の計画では、これから１０年間自

動車道３５万キロメートル（うち１万５０００キロメートルの二級以上の高等級道路が

含まれる）が新たに建設、あるいは改造される。西部と東部、中部と西部の各省

（市、自治区）が簡便に繋がることに限らず、自動車道路の開通度の向上をも重視

しており、条件の整った郷（村）に全部自動車道を通じさせて５、その頃西部の自

動車道路状況は著しく改善される。２０２０年までに西部地区自動車道路網の骨組み

を完成し、２１世紀半ばまでに西部地区の現代的自動車道路輸送網の建設を完成す

る６。

中国の陸上四大石油・ガス田（四川・重慶、陝甘寧、チャイダムと新疆）は、今

後さらに開発され、その上「西気東輸」（西部のガスを東部へ輸送すること。以下

では「西気東輸」と記する）が実施される。青海チャイダム渋北から西寧、蘭州へ
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のガス輸送パイプラインは、２０００年既に着工され、新疆塔北油田と川渝油田の

「西気東輸」パイプラインプロジェクト案も積極的に起草・論証されている。

民用航空面においては、中国民航総局の政府職員によると、２０１８年中国には、

基本的に全国をカバーする輻射式航路ネットワークが形成される。西部地区には、

既存のウルムチ、昆明と成都を中心とする輻射式航空網のカバー範囲を広め、この

三つの国際空港の発着便数を増やす。他には、西部地区の西安咸陽空港、中部地区

の武漢とハルピン空港も、徐々に輻射式航空網に発展する。これと同時に、西部と

中部にある一部の、遠く離れて陸交通の不便な地区の支線路線が特に重視される。

中国が自ら設計・製造する中・近距離の客・貨物輸送機――「新舟６０」がテスト

飛行に成功して、量産化すると同じ頃、西部地区一部の支線空港は急ピッチで新規

建設ないし拡張されているであろう（四川の広元、綿陽、攀枝花、瀘州、九寨溝、

雲南の思茅と臨滄、貴州の銅仁、新疆のアルタイ、クチャ、甘粛の敦煌、中川、青

海のゴルムドなど）。

西部は中国の水力エネルギーと石炭資源の豊富な地区であり、開発可能な水力発

電資源と石炭資源量は、それぞれ全国の７２％と３９％を占める。西部のエネルギー

を開発し、「西電東送」（西部の電気を東部へ送電すること。以下は「西電東送」と

記する）を実施して、西部に潜在する資源優位を産業優位へ転化させ、東部発展の

促進と有機的に結びつける。これからの１０年間、西部で新たに着工する水力発電

所、火力発電設備の能力は、それぞれ４０００万キロワット余りと３７００万キロワット

余りに達する。そして北、中、南三つの「西電東送」ルートを完成して、黄河上流

中流と陝西、内モンゴル、寧夏、長江上流の主流・支流と雲南、貴州、広西三省の

水力・火力発電所の電気エネルギーを、それぞれ華北と東北、長江中流下流地区と

広東省に送電する。

交通輸送と電源、電力網以外に、西部地区の通信、ラジオ・テレビ放送網と水資

源の開発及び節水プロジェクト、汚水処理プロジェクトなどの開発も積極的に計画

されている。

（２）環境生態の改善と整備に力を入れる

西部地区、とりわけ長江上流、黄河上流中流と西北及び内モンゴル等、乾燥、半

乾燥地区の生態環境は日増しに悪化して、これらの地区の経済発展に深刻に影響し

ているだけではなく、中流下流と風下の地区にも悪影響を及ぼしている。したがっ
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て、生態環境の改善とインフラ整備の加速は、共に今回の大開発の主な突破口とな

る。初期に以下三つの面に着手しようとする。第一は、長江、黄河など河川上流の

天然森林の伐採を禁止して、過去の伐採人を森林保護者、森林育成者とする。第二

は、西北、内モンゴル等乾燥砂漠地区に「生態公益林」を造林して、荒漠化の防

止・改善に努める。第三は、「救済の代わりに、穀物を提供し、個人が請け負う」

というやり方をとり、傾斜耕地の樹木栽培地、草地への転換を徐々に実現させる。

２０００年に西部地区で、既に１７４の県にある５１５万ムーの傾斜耕地が選ばれて、耕地

を樹木や草の栽培地に戻す実験地となっている。

（３）産業構造を調整して合理化する

市場志向と比較優位とを結びつける原則に則り、西部各省（市、自治区）はそれ

ぞれの条件によって、大開発の中で農業を強化して、農業の市場化、現代化を推進

し、競争優位性のある加工製造業を育成発展させ、加工程度を次第に高める。同時

に、観光業などの第三次産業を発展させて、地区の優位産業群を徐々に形成する。

筆者の長年にわたる西部地区の現地調査と比較優位の分析によれば、西部で投資

する見こみのある産業は、以下に述べるものであろう。

①西部特有の農畜産物、果物、山村又は地元の特産物、生薬の加工業。

②西部の豊かなエネルギーと鉱物資源に基づくリン肥料、カリ肥料、カリ岩塩、リ

ン酸塩工業、新型合金材料、及び非金属新材料工業。

③重慶、成都、西安、蘭州等大都市のハイテク人材に頼って、電子情報産業、光

学・電気・機械技術の一体化、バイオテクノロジー及び新しい製薬工業を発展させ

る。

④四川、陝西等省に既存する機械電気設備製造業を頼りに、リストラと技術改造を

通じて、支線用飛行機、節水灌漑、汚水処理と循環用水設備の製造、太陽エネルギ

ー、風力エネルギーとメタンガス生産施設の建造など発展させる。

（４）科学技術教育に力を入れて発展させる

さらに多くの科学技術の新しい成果を西部大開発に応用するため、中国政府の科

学技術部、教育部、人事部と中国科学院等主管部門が、西部地区の科学技術能力の

強化、科学技術仲介サービスシステム、科学技術モデルプロジェクトの企画、及び

人材開発、人材導入と交流計画を打出した。教育面では、大学教育を発展させて、

５４



人材育成の質を高める外に、基礎教育に力を入れ、積極的に各地区の優位産業に適

している職業教育を発展し、現代情報技術を駆使して遠隔教育を発展する。西部地

区での九年義務教育の普及と青年・中年非識字者一掃のテンポを速め、労働者の質

を全般的に高める。

（５）改革を深め、開放を拡大する

西部大開発における上述の諸任務を達成する原動力は、さらに改革を深め、西部

経済・社会発展に対する種々の体制面の束縛を打ち破り、徐々に社会主義市場経済

体制を完璧にするところにある。これには、国有大型中堅企業が現代的企業制度の

要求によって株式制へと転換し、コーポレートガバナンスを健全化すること、さら

に開放して国有中小企業を活性化すること、西部地区の社会生産力レベルの多層的

特性が際立つ状況を踏まえ、各種の非公有企業の発展を一層重視することが含まれ

る。

中国のWTO（世界貿易機関）加盟に伴って対外開放は新たな段階に入り、西部

大開発は更なる開放とともに行われる。政府は次第に外国資本の参入分野を拡大

し、外国業者が西部地区の農業、水利、生態、交通、エネルギー、市政、環境保

護、鉱業、観光等のインフラ建設と資源開発に投資することを奨励する。西部地区

に設置される国の奨励を受ける外資企業に対し、減税して１５％の税率で企業所得

税を徴収する。西部地区に新設される交通、電力、水利、郵政、ラジオ・テレビ放

送とハイテク企業に対し、企業所得税を二年間免除、三年間半減する。

政府は、西部にある国が奨励・許可する産業の企業が、経営権委譲、株式譲渡、

合併、リストラなどのやり方で、外資を誘致することを支援し、外資が西部地区に

ある国有企業の制度改革、技術改造に参加することを奨励する。サービス貿易分野

において、外国業者が銀行、商業・小売企業、対外貿易企業に投資する実験を、ま

ず西部地区の直轄市、省都と自治区の区都に拡大する。

第３章 内陸経済発展が直面する問題と西部大開発
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第３節 政策評価と将来展望

１． 西部大開発は極めて困難な歴史的任務である

西部大開発は意義が深く、難度も大きい。これは自然条件と環境生態面に由来す

るものもあれば、社会的人文地理的環境がもたらした種々の潜在的障害に起源する

ものもあり、また、国内市場と市場競争態勢変化がもたらした一層激しい競争のプ

レッシャーに由来するものもある。内部環境の有利な面と困難な面を、実態に即し

て全面的に考慮して、緊迫感を抱き、長期にわたって奮闘する覚悟で臨む。一挙に

成功を収める期待をせず、数世代根気よく奮闘する決心で、以下に述べる地域経済

成長の規律を充分尊重してこそ、西部大開発という極めて困難な歴史的任務を達成

できる。

（１）統一的に企画し、科学的に論証する

西部地区において、成都平野、関中平野等の局部地区を除き、青海・チベット高

原、雲南・貴州高原、黄土高原及び西北・内モンゴル砂漠という四大自然地理単位

は、生態環境の基礎がもろい。大開発の中で、終始経済発展と人口、資源、環境と

の調和をとり、全体的企画から重要な大型プロジェクト、措置まで、その直接的経

済効果の採算だけではなく、もたらしうる環境生態面の効果も配慮しなければなら

ない。全面的信頼性のある科学的評価を政策判断と企画の根拠として、はじめて予

期通りの結果を得られる。

（２）力に応じて行動し、順序に従って漸進する

西部地区は土地が広く、スタートラインが低く、基礎が弱い。しかもその内部の

差もかなり大きい。したがって、大開発を、全面的に推進してはならず、力に応じ

て行動し、順序に従って漸進しなければならない。仕事の段取りとして、まずイン

フラを建設し、生態整備を行って生態悪化を抑止し、基礎教育、職業訓練に力を入

れる。今後の５年から１０年間に、西部地区の投資環境と人間居住環境を著しく改

善するように努力する。空間の配置を考えると、まず現在の大型中型都市とその周

辺地域や、交通幹線の沿線地域から突破し、そして、これらの点を先導として、地
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域全体に影響を与え、点を繋いで、次第に広げていく。よって、スピードを追求し

て一斉に展開し、良い結果を得られないという結末を避ける。

（３）政策援助と市場メカニズム

２０年近くの改革開放によって、中国の社会主義市場経済体制は、既に初歩的に

は形成されている。この体制の変化で、西部大開発は主に市場メカニズムに頼るこ

とになる。しかし、自然条件、地理条件、歴史的基礎など多くの原因で、西部地区

の企業などの市場主体は、東部と同じスタートラインに立っていない。中央政府が

政策と資金を注入してはじめて、西部の市場主体が大体東部と同じスタートライン

に置かれ、西部の投資環境が改善され、投資者は、東部に近いか、より高い投資リ

ターンを得られる。

中央政府の政策及び資金投入と、東部沿海地区の企業・組織による直接的支援

と、市場メカニズムの作用とを効果的に結びつけ、地域の投資環境の改善に大いに

力を入れ、地域の自らの発展能力を育て、高めることは、西部各レベルの地方政府

の重要な職責であり、西部大開発の勝敗を左右するキーポイントでもある。

２． 西部大開発の見通し

アメリカの西部開発は、一応の結果がはっきり見えるまで、独立戦争戦勝から起

算して百年余りをかけた。中国の西部地区は、自然条件の複雑さが遥かにアメリカ

を超えるので、その大開発を世紀単位で行っても決して大げさではない。将来、次

世紀の前半には、西部大開発は以下の三段階を経て、展開されると予想される。

（１）第一段階（２０００－２０１０年）

インフラと生態整備、環境保護への投入増加を通じて、西部地区の投資環境を初

歩的に改善し、生態環境の悪化趨勢を抑え、経済運営の全体を良い循環の軌道に乗

せ、経済成長のスピードと住民の公共サービスの享受水準が全国平均水準に近づ

く。

（２）第二段階（２０１１－２０３０年）

経済構造を戦略的に調整し、さまざまな歴史的問題を解決して制度を整えた第一

段階の基礎の上に、西部は発展の「加速時期」に入る。西部の各省（市、自治区）、

第３章 内陸経済発展が直面する問題と西部大開発
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各地区は、国内外の市場動向と科学技術の発展方向を踏まえ、現地の状況から出発

して競争に強い地域的特色のある経済を構築し、いろいろな分野（業種、製品）の

国内外の大市場に一席を占めるようになる。農業の産業化、市場化、生態化と専門

別地域配置、農業労働力の非農業産業への移動に、顕著な成果を上げる。都市化率

が５０％を上回る。一部の地区は率先して工業化を達成し、多数の地区は工業化段

階の後期に入る。

（３）第三段階（２０３１－２０５０年）

現代化建設を全面的に推進し、一部の地区は率先して現代化を実現し、その他の

地区も現代化に向かう列車に乗っている。

２１世紀半ば、中国全土が基本的に現代化を実現した頃、西部地区は、経済が繁

栄し、民族が団結し、社会が進歩し、山河美しく、人民が裕福という新たな姿で立

っているであろう。

（陳棟生）

（注）――――――――――――

１ 『中華人民共和国国民経済と社会発展第七次五カ年計画』、北京、人民出版社、１９８６年。

２ 陳棟生「新制度の創出は中部西部工業発展を加速する原動力」、『中国工業経済』１９９９年

（６期）。

３ 陳棟生「中西部地区工業体制改革」、『中国工業発展報告１９９８』所収。

４ 崔民選「外商直接投資与我国地区経済増長」、『中国投資』１９９９年（６）。

５ １９９９年末現在、中国西部地区にある４５１の郷（鎮）、４１５３０の行政村と９７２の新疆生産建設

兵団の連隊への自動車道は、まだ開通されていない。

６ 呉邦国の西部大開発交通建設工作会議における講話、『経済日報』２０００年７月２３日。
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